
北海道地域防災計画(原子力防災計画編)の修正の概要について 
 

令 和 ７ 年 （ ２ ０ ２ ５ 年 ） １ 月 

北海道総務部危機対策局原子力安全対策課 

 

 １．計画修正の趣旨                                     

・ 北海道地域防災計画は、災害対策基本法や国の防災基本計画等に基づき作成している。 

・ 今般、「令和６年能登半島地震」を踏まえた道の自己点検や、国の原子力災害対策指針の改正等を

踏まえ、「原子力防災計画編」について所要の修正を行う。 

 

 ２．計画修正日                                       

令和７年（２０２５年）１月１４日 

 

 ３．主な修正の概要                                     

（１）「令和６年能登半島地震」を踏まえた修正  

道の防災計画等の自己点検や、国の災害応急対策の検証結果等を踏まえ、次のとおり修正。 

  ・インターネット上の偽情報・誤情報の流通・拡散の状況を把握しつつ、住民等が的確な情報を入

手するための注意喚起を図ることを追加。（第３章第３節２（４）） 

・住民への避難指示など情報を伝達する手段として無人航空機を追加。（第３章第３節３） 

  ・避難経路が道路寸断等で通行できない場合には、道が道路の通行状況を把握した上で関係町村と

共有し、各町村は安全な通行が可能な経路を住民等に周知することを明文化。（第３章第５節１

（２）） 

・自然災害等により家屋が損壊等をし屋内退避が困難となった場合に利用する場所として、避難所

のほか、放射線防護施設を明文化。（第３章第５節１（４）） 

  ・自然災害等により放射線防護施設等が損壊等をし当該施設等で屋内退避が困難となった場合には、

町村内の他の放射線防護施設のほか、道の調整により隣接する市町村の避難所等で屋内退避する

ことを明文化。（第３章第５節１（６）） 

  ・道路啓開における電気設備の損壊に対応する関係機関として、北海道電力株式会社を明文化。 

（第３章第８節１（３）） 

※ 物資備蓄や応援・受援体制整備など、原子力災害を含む災害対策全般に共通する修正は、防災計

画本編の修正手続きで実施。 

（２）『原子力災害対策指針』の改正等を踏まえた修正  

・原子力被災者自治体支援チームとの連携について追加。（第３章第２節４（９）） 

  ・緊急事態区分を判断するＥＡＬを修正。（別添１） 

（３）その他  

 ・指定公共機関に「楽天モバイル株式会社」を追加。（第１章第７節８） 

・高度被ばく医療支援センターに「福井大学」を追加。（第３章第７節１（４）） 

  ・観光業における風評被害等の影響を軽減するため広報活動を行うことを追加。（第４章第９節） 

  ・機構改正に伴う修正、その他記載の整理・統一 等 
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